
(注）農業集落排水特別会計及び公共下水道特別会計の償還金及び9月末現在高は会計統合により下水道特別会計へ移行

（単位：円）

基　　金　　名 前年度末現在高 増減額 令和6年9月末現在高 備　　考

　財政調整基金 5,835,381,905 628,052,775 6,463,434,680

　減債基金 2,006,874,529 1,935,395 2,008,809,924

　ふるさと応援基金 391,830,776 0 391,830,776

　公共施設整備基金 4,380,635,045 10,110,894 4,390,745,939

　青少年国際交流育英基金 15,274,393 0 15,274,393

　教育文化基金 45,308,836 0 45,308,836

　地域福祉基金 704,859,168 239,928 705,099,096

　子ども医療費助成基金 321,241,615 0 321,241,615

　病院統合整備基金 120,202,193 0 120,202,193

　地域振興基金 2,672,260,874 1,633,993 2,673,894,867

　担い手確保育成基金 126,804,876 0 126,804,876

　国民健康保険基金 708,574,112 27,368 708,601,480

　介護給付費準備基金 449,660,353 154,408 449,814,761

　中山間地域活性化推進基金 0 0 0

　農業集落排水事業基金 8,396,258 △ 8,396,258 0 令和6年4月1日　基金廃止

　公共下水道事業基金 2,077,752 △ 2,077,752 0 令和6年4月1日　基金廃止

　感染症金融対策基金 2,458,326 0 2,458,326

　浄化槽整備推進事業基金 1,897,325 0 1,897,325

　森林環境譲与税基金 23,578,392 0 23,578,392

　奨学金返還支援基金 70,524,600 42,488 70,567,088

　企業誘致促進及び創業支援基金 570,000,000 0 570,000,000

積　　立　　基　　金　　計 18,457,841,328 631,723,239 19,089,564,567

　一般旅券発給等事務証紙購入基金 1,200,000 0 1,200,000  うち貸付額    295,200円

　高額療養費貸付基金 5,000,000 0 5,000,000  うち貸付額          0円

　肉用牛購入資金貸付基金 90,000,000 0 90,000,000  うち貸付額 33,873,064円

　乳用牛購入資金貸付基金 9,000,000 0 9,000,000  うち貸付額  6,071,098円

定　額　運　用　基　金　計 105,200,000 0 105,200,000

合　　　　　　　　　　　計 18,563,041,328 631,723,239 19,194,764,567

（単位：千円）

R6.4.1～R6.9.30

借　入　金 償　還　金

 一般会計 24,705,882 0 1,443,157 23,262,725

 農業集落排水特別会計 518,079 0 0 0

 浄化槽施設特別会計 26,283 0 1,017 25,266

 病院事業特別会計 2,049,871 0 122,971 1,926,900

 上水道特別会計 2,822,520 0 105,044 2,717,476

 公共下水道特別会計 141,460 0 0 0

 下水道特別会計 0 0 43,783 615,756

合　　　　計 30,264,095 0 1,715,972 28,548,123

会　　計　　名 9月末現在高

一　　般　　会　　計 0 

　基金には、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるもの（積立基金）と、特定の目的のために定額の資金を運
用するもの（定額運用基金）があります。豊後大野市が設置している基金及び現在高は下表のとおりです。

会　　計　　名 前年度末現在高 9月末現在高

　一時借入金は、地方自治体の支払い資金の不足を臨時に賄うために、その年度内に償還する条件で借り入れる借入金のこと
です。

　市債は、公共施設の建設など、市が一度に多額の出費を必要とする場合に県の同意を得て借り入れる長期の借入金のことで
す。一度に多額の出費を必要とする事業の財源確保を図るとともに、その返済を元利償還という形で長期間分割することによ
り、市の財政負担を平準化し、世代間の住民負担を公平にするという役割も果たしています。主な事業としては、道路、学校
などの公共施設の建設事業や、突発的に発生した災害の復旧事業などがあげられます。
　会計別の地方債残高は下表のとおりです。

地方債残高の状況

一時借入金の状況

基金の状況


